セカイ ノ エネルギー ジョウセイ ノ チョウキ テンボウ by 岡本 博之





























 2015 年末パリで開催された「第 21 回気候変動枠組条約締約国会議」（COP21）では、地
球温暖化に対する対策に大きな前進があった。1997 年に京都で COP3 が開催された。その
後、18 年が経過し、COP21（21st Session of the Conference of the Parties）がパリで開
催されたのである。この間にも地球温暖化が進んでいると IPCC(Intergovernmental 




 現状がどうなっているかというと、特徴的なことは、図 1 の左側のグラフが示すように、





































いう問題点があったが、パリ協定では 196 か国と地域が参加することになった２）。 
 気候温暖化に対する世界各国の関心が高まる一方、排出量を削減するだけでなく、二酸




表 1 主要国の温室効果ガス削減目標 
国名 削減目標年 2030 年   
中国 ｛GDP 当たりの CO2 排出を｝60~65%削除 2005 年比 
EU 40%削減 1990 年比 
インド ｛GDP 当たりの CO2 排出を｝33~35%削減 2005 年比 
日本 26%削減 2013 年比 
アメリカ （2025 年までに）26~28%削減 2006 年比 








油価格の低落である。原油価格（WTI 価格）３）がエネルギー業界で BP Statistical Review 
of World Energy, June, 2016（以下 BP 統計と略称）によれば、年平均 2011 年がバレルあ
たり 95.04 ドル、2012 年が 94.13 ドル、2013 年が 97.99 ドル、2014 年が 93.28 ドルであ
























図 2 シェール層からの採掘 
 
出所：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構のホームページ 





















法がとられた。その代表者が George Mitchell という人である。1998 年水圧粉砕法の応用
においてシェールガス革命が始まった。Mitchell は 2013 年、94 歳で亡くなった。多くの
先駆者は不遇な晩年を送るが、彼は 60歳にして起業をして、シェールガスを独特の方法で
取り出した。八十数歳にして晩年で引退をしたが、彼がつくった Mitchell. Energy 社は




































































図 3 ピークオイル説 
 
出典：The Coming Global Oil Crisis website, 
http://www.oilcrisis.com/campbell/images/2004Scenario.jpg, 8/22 
 
 2015 年末現在、残存年数といわれる可採年数は、石油が 50.7 年、天然ガスが 52.8 年、
石炭が 114 年と報告されている。現在ある埋蔵量を毎年の生産量、つまり生産量と消費量
はほぼ一致だから、毎年の消費量で割ると、あと何年持つかということで計算をしたので、
あと何年持つかと誤解されているが、全確認埋蔵量 (total proved reserves) が今後、一切、
発見されなくて 50.7 年ということである。ところが毎年、シェールガス、シェール天然ガ
スで 1 年分の消費量と同等が採掘されると、50.7 年が来年になると、その 1 年分が増える
ので、また 50.7 年になるわけである。 





 原油価格が 120 ドルしていたものがなぜ下がったのであろうか。これは、米国とサウジ















 その結果はすでに述べたように、ずっと 100ドル～120ドルが 2014年夏ぐらいから急落




量 1,000 万バレルの生産国以上の上位３か国がビッグ３と呼ばれる。図 4 は石油の５大生
産国だが、サウジアラビアとロシアとアメリカが 1,000 万バレルクラブで争っていたが、
アメリカは、１９９０年以降は低落した。ところが2005年ぐらいからシェール石油がどん






















図 4 主要石油生産国の生産量 1995~2015 
 




図 5 主要天然ガス生産国の生産量 1995~2015 
 
出所：BP Statistical Review of World Energy, 2016 より著者作成 
















図 6 主要国のエネルギー消費量 
 





















図７ 主要国のエネルギー消費量 2015 年 
 
出所：BP Statistical Review of World Energy, 2016 より著者作成 
 
 





伸びない。また OECD 諸国では、GDP の増加とエネルギーの増加とは、省エネ・節エネの
進展により若干マイナスの相関関係の傾向がある。 
一方非 OECD 諸国を形成する中国、アフリカ、インド、さらに中東諸国、ASEAN 諸国、
ラテン・アメリカの人口および GDP は今後も増えるであろう。特にインドの GDP は現在
中国の 3 分の 1 程度であるが、人口の増加とあいまって今後 10 年のエネルギーの伸びは大




きいであろう。石油の消費量については、現在の日量約 360 万バレルは今後 10 年で倍増す
ると思われる。中国の経済成長率は鈍化するであろう。GDP も中国は、すでに 2014 年に
購買力単価(PPP)で米国を追い抜いているので、ますます世界での比重が増してくるのは
確実である。しかし、GDP の自然成長率を決定する要因は人口全体ではなく、生産年齢人






値は GDP が例えば 10％伸びたときに、エネルギーが６％だったら、0.6 と測定する。10








ある。2015 年ではアメリカは国民 1,000 人に対して 900 台の所有がある。ほぼ１人に１台








のエネルギー源である。日本では 2012 年 7 月に全量買い取り制度（FIT）が導入され、
太陽光発電（PV）を中心に普及が進んできた。 
以下の写真（図８）であるが、これは筆者の自宅に設置した４kW の太陽光発電である。
これを約 20 年前に 400 万円を費やして設置したが、売電による採算は合わなかった。最近
は FIT（フィードインタリフ）の導入により、日中の発電量から自宅消費分を差し引いた余
剰電力を東京電力に売っているおかげで、毎月 kWh あたり 42 円の収入があるようになっ
たので設備投資の回収が可能になった 
 しかし問題は、太陽光発電その他の再生可能エネルギーは、現在のところ FIT のような







































































図 9 エネルギー消費推定 
 











書(FAR)が 1990 年、第 2 次評価報告書(SAR)が 1995 年、第 3 次評価報告書(TAR)が 2001 年に発表されてい
る。第 4 次評価報告書(AR4)は 2007 年の IPCC 第 27 回総会で承認された。最新の第 5 次報告の第 1 作業部
会（自然科学的根拠）報告は、2013 年 9 月に報告された。 
 温暖化の原因が人間の活動である可能性を「90％以上」とした 2007 年の第４次報告書の 6年ぶり改定と
なる第 5次報告書では、将来予測で、｛累積 CO2 排出量は世界平均地上気温の上昇幅にほぼ比例関係があ
る（新見解）｝と記述されている。IPCC は一貫して地球温暖化が「人間活動の結果排出するという温室効
果ガス（その主体は二酸化炭素）という「温暖化の CO2 原因説」を主張している。 
 一方、「温暖化の CO2 原因説」については多くの角度から批判がある。大別すると、地球は温暖化して
いないという説、および地球は温暖化しているが、温室効果ガスの濃度増加に因るのではなく、太陽活動













おいては Platts（業界誌）査定の WTI 原物市場、およびアーガス（業界誌）査定の 3 種類の原油平均値で
ある。欧州ではロンドンにおける ICE（Intercontinental Exchange）という企業が運営するネット上の




４）「上期輸出額大幅減、数量には回復の芽」『日本経済新聞』 2016 年 7 月 26 日付 
 
５）原油価格の決定要因については多く研究されてきたが、大きく 3 つあるとされる。第 1 は需給バランス、





スの 2015 年 9 月 11 日に発表したレポートでは、2016 年の平均は 45 ドルと下方修正し、もし世界の原油
生産が減少しなければ 20 ドルまでに下がると予想した。事実 2016 年 1 月 20 日は 26.19 ドルの安値をつ
けたのである。一方 2008 年 5 月には、ゴールドマン・サックスは原油価格が 2 年以内に 200 ドルまで上





いた。その後「水平採掘」の導入により、1 つのシェール層に複数の坑口を設け、坑井 1 本から集められ
るガス量が増大した。さらに新技術として「マイクロサイズミック」という最適な掘削の場所を探し求め
る方法の開発が進んだ。水圧破砕を行う位置間隔中閉口した複数の水平掘削層の間隔幅を最適化するのに
役立ち効率化に貢献した。（岩瀬昇『原油暴落の謎を解く』文春新書 2016 年 p.232-233 参照） 
 


















８）Simon, Steven and Jonathan Stevenson, “The End of Pax Americana” Foreign Affairs  
  Report,  Dec. 2015, 日本語版 「パックス・アメリカーナの終わり ―中東からの建設的後退を」『フ
ォーリン・アフェアズ』2015 年 12 月号 
 
９）乗用車の普及率を見ると、2014 年現在、人口千人あたり、米国 378 台、日本 478 台、韓国 314 台、中
国 85 台、インド 17 台となっている。しかし、商用車の普及率は人口千人あたり、米国 429 台、日本 130
台、韓国 87 台、中国 19 台、インド 5 台となっている。統計の取り方によって乗用車と商用車との区分が
国ごとに異なると思われるので、両者を合算すると、人口千人あたり、米国 807 台、日本 608 台、韓国 371
台、中国 104 台、インド 22 台である。なお、自動車には、バス、トラック、軽自動車などすべての登録
自動車を含んでいるが、2 輪車は含まれていない。｛OICA (International Organization of Motor Vehicle 
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